
実

質

賃

金

は

１８

ヵ
月
連
続

対
前
年
同
月
比

マ
イ
マ
ス 

「
戦
争
止
め
よ
」
を
掲
げ
つ

つ
、
「
物
価
高
騰
か
ら
生
活
守

れ
！ 

賃
金
あ
げ
ろ
！
」
の
大

運
動
が
今
ま
さ
に
求
め
ら
れ

て
い
ま
す
。 

２
０
２
３
年
の
春
闘
で
は
、

３
・
５
８
％
（
平
均
賃
上
げ
率
、

定
昇
込
み
・
連
合
発
表
）
と
い

う
賃
金
引
上
げ
数
値
が
出
さ

れ
て
い
ま
す
が
、
定
期
昇
給
分

を
除
く
と
２
％
弱
程
度
で
す
。 

 

一
方
物
価
は
、
円
安
を
起
点

に
ど
ん
ど
ん
上
が
り
続
け
て

い
ま
す
。
９
月
も
上
昇
し
、
物

価
は
25
ヵ
月
連
続
し
て
対
前

年
同
月
比
上
昇
で
す
。
２
％
以

上
は
18
ヵ
月
連
続
、
3
％
以

上
は

12

ヵ
月
連
続
で
す
。 

そ
の
結
果
9
月
の
実
質
賃
金

は
対
前
年
同
月
比
で
18
ヵ
月

連
続
し
て
マ
イ
ナ
ス
で
す
。 

15
日
発
表
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ(

７

月
～
９
月
期)

は
対
前
期
比

0.5

％
減
、
年
率
換
算
で
は

2.1
％
の
マ
イ
ナ
ス
で
す
。 

国
民
生
活
と
経
済
そ
の
も

の
が
ま
さ
に
危
機
的
状
況
で

す
。 

「賃
金
上
げ
ろ
！
物
価
は
下
げ
ろ
！
」の
国
民
の
声
が
沸
騰
で
す 

物
価
高
騰
、
賃
金
下
落
、
消
費
不
況
、
経
済
低
迷
か
ら
国
民
生
活
を
守
れ
！ 

東
京
国
公
は
官
民
共
同
行
動
実
行
委
員
会
と
共
に
秋
期
・
年
末
期
、 

可
能
な
運
動
を
大
き
く
展
開
し
ま
す 

学
習
、
宣
伝
、
各
省
要
請
等
々 
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約
四
半
世
紀
賃
金
の
上
が

ら
な
い
国
と
な
っ
た
日
本 

 

約
４
半
世
紀
も
の
間
、
日
本

は
賃
金
が
上
が
ら
な
い
国
と

化
し
て
い
ま
す
。 

日
本
の
実
質
賃
金
は
３０
年

間
上
が
っ
て
い
な
い
と
言
わ

れ
て
い
ま
す
が
、
国
税
庁
の

「
民
間
給
与
実
態
統
計
調
査
」

（
調
査
直
近
分
令
和
４
年
＝

２
０
２
２
年
分
）
で
調
べ
て
み

ま
す
と
、
労
働
者
の
賃
金
（
平

均
）
は
、
額
面
（
名
目
）
で
も
、

〈
表
１
〉
の
通
り
１
９
９
７
年

が
４
６
７
万
３
千
円
（
額
面
上

の
ピ
ー
ク
）
だ
っ
た
の
も
が
、

２
０
２
２
年
で
は
４
５
７
万

６
千
円
で
す
。
２５
年
間
で
な

ん
と
９
万
７
千
円
も
下
落
し

て
い
ま
す
。
実
質
賃
金
で
は
ピ

ー
ク
時
の
１
９
９
６
年
と
の

比
較
で
は
６４
万
円
の
下
落
に

な
る
と
言
い
ま
す
。 

 他
の
先
進
国
と
の
比
較
で

も
お
話
に
な
ら
な
い
実
態 

 
〈
厚
労
省
「労
働
経
済
白
書
」〉 

 

９
月
２９
日
、
厚
生
労
働
省

は
２
０
２
３
年
版
「
労
働
経
済 

白
書
」
を
閣
議
に
配
布
し
、
Ｈ

Ｐ
に
も
公
表
し
ま
し
た
。
１１

章
４
３
９
ペ
ー
ジ
に
も
及
ぶ

膨
大
な
も
の
で
す
。 

そ
の
主
要
な
テ
ー
マ
は
賃

金
問
題
で
す
。
白
書
は
他
の
主

要
国
と
日
本
の
賃
金
動
向
を

比
較
し
、
分
析
し
て
い
ま
す
。 

 

実
質
賃
金
で
み
た
場
合
、
１

９
９
６
年
を
１
０
０
と
す
る

と
、
日
本
は
２
０
２
１
年
で
も

１
０
２
・
４
と
ほ
ぼ
横
ば
い
で

す
。
一
方
、
イ
ギ
リ
ス
は
１
５

４
・
５
、
ア
メ
リ
カ
は
１
４
７
・

２
、
フ
ラ
ン
ス
は
１
２
４
・
８

な
ど
大
き
く
増
加
し
ま
し
た
。 

 

日
本
が
他
の
主
要
国
と
比

べ
て
賃
金
が
上
が
ら
な
い
国

と
な
っ
て
い
る
状
況
を
「
確
認

で
き
る
」
と
記
し
て
い
ま
す
。 

 
 

労
働
経
済
白
書
の
分
析
は

私
た
ち
の
分
析
と
多
く
の

点
で
共
通
し
て
い
ま
す 

―

分
配
率
の
低
下
な
ど―

 

 

白
書
は
、
日
本
の
賃
金
が
伸

び
悩
ん
だ
背
景
を
以
下
の
よ

う
に
分
析
し
て
い
ま
す
。 

 

他
の
経
済
協
力
開
発
機
構

（
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
）
諸
国
と
比
較
し
、

日
本
の
労
働
分
配
率
が
「
大
き

く
低
下
し
た
」
こ
と
を
指
摘
し

て
い
ま
す
。
要
因
の
第
一
に
、

企
業
の
内
部
留
保
を
挙
げ
ま

し
た
。
「
１
９
９
６
年
に
は
約

１
５
０
兆
円
だ
っ
た
内
部
留

保
額
は
、
２
０
２
１
年
に
は
約

５
０
０
兆
円
ま
で
増
加
し
て

い
る
」
「
企
業
は
１
９
９
６
年

以
降
、
付
加
価
値
が
増
加
す
る

中
に
あ
っ
て
生
じ
た
余
剰
を
、

必
ず
し
も
人
件
費
や
投
資
に

回
す
の
で
は
な
く
、
手
元
の
資

産
と
し
て
保
有
し
て
き
た
こ

と
が
う
か
が
え
る
」
と
し
て
い

ま
す
。 

年
余
の
異
次
元
金
融
緩
和
で
歪
み
切
っ
た
金
融
・
経
済
を
正
せ
！ 

賃
金
は
上
が
ら
な
い
の
に
、
物
価
高
騰
は
止
ま
ら
な
い
！
消
費
不
況
下

で
も
内
部
留
保
を
蓄
積
す
る
大
企
業 

こ
の
異
常
な
日
本
の
経
済
か
ら

脱
却
し
よ
う
！ 

上 

東
京
国
家
公
務
員
・独
立
行
政
法
人
労
働
組
合
共
闘
会
議
・事
務
局
長 

植
松
隆
行 

<表 1＞ 

国税庁「民間給与実態統計調査」から 全給与所得者の年間

平収入（額面金額）  平成 9 年（1997 年＝ピーク時）と令

和４年（2023年 額面金額）の比較 

１９９７年４６７万３千円 

２０２２年４５７万６千円 ＊２５年間額面でも９万７千円下落 

 

 

 

 

 

 

 



以
上
か
ら
も
内
部
留
保
の

た
め
込
み
が
労
働
者
を
犠
牲

に
し
て
い
た
こ
と
は
否
定
で

き
な
い
事
実
で
す
。 

 
 

政
府
日
銀
の
金
融
政
策
＝

異
次
元
の
金
融
緩
和
＝
ア

ベ
ノ
ミ
ク
ス
は
、
日
本
経

済
に
負
の
ス
パ
イ
ラ
ル
拡

大
し
て
い
る 

 

第
二
次
安
倍
政
権
（
２
０
１

２
年
１２
月
２６
日
誕
生
）
以
降
、

日
本
で
は
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
と

呼
ば
れ
た
経
済
政
策
が
と
ら

れ
て
き
ま
し
た
。 

こ
の
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
と
は
、 

①
大
規
模
な
金
融
緩
和
、
②

積
極
的
な
財
政
出
動
、
③
規
制

緩
和
に
よ
る
「
成
長
戦
略
」
と

い
う
経
済
政
策
で
、
こ
の
３
つ

の
柱
を
「
３
本
の
矢
」
と
呼
び

ま
し
た
。
３
本
の
矢
の
中
心
が

金
融
緩
和
で
す
。 

こ
の
金
融
政
策
と
経
済
政

策
の
本
格
実
施
の
た
め
に
、
安

倍
元
首
相
は
、
２
０
１
３
年
３

月
に
は
日
銀
総
裁
を
黒
田
東

彦
（
は
る
ひ
こ
）
氏
に
交
代
さ

せ
ま
し
た
。
今
日
ま
で
続
い
て

い
る
「
異
次
元
の
金
融
緩
和
」

を
実
行
さ
せ
る
た
め
で
す
。 

こ
の
異
次
元
の
金
融
緩
和

は
、
日
銀
が
市
中
に
大
量
に
資

金
を
供
給
し
、
消
費
者
物
価
を

引
き
上
げ
れ
ば
、
日
本
経
済
が

「
デ
フ
レ
」
か
ら
脱
却
し
、「
好

循
環
」
す
る
と
い
う
シ
ナ
リ
オ

に
も
と
づ
く
も
の
で
す
。 

そ
の
具
体
的
中
身
は
、
ゼ
ロ

金
利
政
策
と
金
融
機
関
か
ら

の
無
制
限
の
国
債
買
い
付
け

で
す
。 

し
か
し
、
「
異
次
元
の
金
融

緩
和
」
か
ら
１０
年
が
経
過
し

ま
す
が
、
景
気
は
一
向
に
良
く

な
ら
ず
、
実
質
賃
金
は
下
落
の

一
途
で
す
。 

「
異
次
元
の
金
融
緩
和
」
は

今
日
、〈
表
の
２
〉
の
通
り
、
逆

に
負
の
ス
パ
イ
ラ
ル
を
作
り
、

物
価
は
高
騰
、
実
質
賃
金
は
下

落
、
経
済
は
低
迷
と
い
う
最
悪

の
事
態
を
続
け
さ
せ
て
い
ま

す
。 

 国
民
生
活
擁
護
を
政
策
の

中
心
に
据
え
る
こ
と
を
最

優
先
に
し
て
こ
そ 

 

巨
大
な
日
本
経
済
を
立
て

直
す
こ
と
は
、
そ
う
生
易
し
い

も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
政

府
と
日
銀
は
ま
ず
、
ア
ベ
ノ
ミ

ク
ス
の
呪
縛
か
ら
き
っ
ぱ
り

足
を
洗
う
こ
と
が
何
に
も
ま

し
て
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。 

 

そ
し
て
政
策
の
中
心
に
、
労

働
者
・
国
民
生
活
を
最
優
先
す

る
方
針
を
据
え
る
こ
と
で
す
。

そ
の
際
、
数
に
お
い
て
日
本
の

企
業
の
９９
％
を
占
め
、
７
割

の
労
働
者
を
雇
用
し
て
い
る

中
小
企
業
の
営
業
を
支
え
る

こ
と
は
、
も
ち
ろ
ん
欠
か
す
こ

と
は
で
き
ま
せ
ん
。。 

 消
費
税
の
大
幅
減
税
を
！ 

 

政
策
要
求
と
し
て
私
は
第

一
に
消
費
税
の
大
幅
減
税
（
ま

ず
５
％
）
、
第
二
に
イ
ン
ボ
イ

ス
制
度
の
廃
止
、
第
三
に
教

育
・
医
療
・
介
護
制
度
の
充
実

を
求
め
ま
す
。
こ
の
こ
と
で
労

働
者
・
国
民
に
「
安
心
」
を
与

え
、
消
費
拡
大
性
向
を
強
め
る

こ
と
が
で
き
ま
す
。 

 

そ
れ
に
必
要
な
財
源
は
、
異

常
な
膨
張
を
続
け
る
軍
事
予

算
の
縮
小
と
５
０
０
兆
円
を

超
え
る
大
企
業
の
内
部
留
保

へ
の
課
税
、
富
裕
層
へ
の
応
分

の
税
負
担
を
求
め
ま
す
。 

非
正
規
の
正
規
化
と
全
国

一
律
最
賃
１
５
０
０
円
の

実
施
で
経
済
の
好
循
環
を 

も
う
一
方
で
、
大
事
な
の
は

賃
金
引
上
げ
で
消
費
購
買
力

を
大
き
く
伸
ば
す
政
策
で
す
。 

法
改
正
を
含
め
、
政
府
と
国

会
の
権
限
で
、
非
正
規
労
働
者

の
正
規
雇
用
化
と
時
給
１
５

０
０
円
以
上
の
全
国
一
律
最

賃
制
度
を
実
現
す
る
こ
と
で

す
。
こ
れ
ら
は
は
消
費
不
況
か

ら
の
脱
却
に
は
欠
か
せ
ま
せ

ん
。 前

出
の
白
書
は
、
こ
の
点
が

触
れ
ら
れ
て
い
ま
せ
ん
。
政
府

機
関
の
文
章
で
す
か
ら
当
然

と
い
え
ば
、
当
然
で
す
が
・
・.

。 
 

最
低
賃
金
の
時
給
１
５
０

０
円
以
上
へ
の
引
き
上
げ
や

非
正
規
ワ
ー
カ
ー
の
待
遇
改

善
な
ど
、
働
き
方
改
革
に
責
任

を
果
た
す
政
治
の
実
現
が
必

要
で
す
。（
続
く
） 

 ＊
皆
さ
ん
か
ら
の
ご
意
見
を

お
待
ち
し
て
い
ま
す
。 

〈表２〉 

異次元金融緩和→円の急落→輸入

物価急上昇→物価高騰→実質賃金

18 ヵ月連続低下→消費不況継続→

企業の物価高倒産大幅増→景気低

迷→ＧＤＰ世界不第四位に下落 


